
 
 

1 
 

「恵庭市公民連携協働事業提案募集」制度実施要領 
 
第１ 趣旨 
 多様化する市民ニーズに対応する新たな政策展開の手法として、民間の企業等から、

市内経済の活性化、公共サービスの充実に資する事業企画や協力・支援に関する提案を

募集し、民間との協働による政策企画・事業化を検討するため、「恵庭市公民連携協働

事業提案募集」制度について実施要領を定める。 
 
第２ 基本的な考え方 
 多様化・細分化する地域住民ニーズに対応するためには、民間の企業等が有する資源

（アイデア、ノウハウ、資金等）と市が持つ情報やネットワーク、人的資源を結びつけ

ることで、市内地域や経済の活性化、公共サービスの充実や市が進める施策の効果的な

展開を図ることが重要である。 
 また、社会的責任の一環として地域貢献活動や SDGｓ（持続可能な開発目標）に取

り組みたいと考える民間の企業等も数多くあることから、市が協働を推進すべき政策分

野や項目を提示することにより、民間の企業等から提案を募集し、市内における民間と

の協働を推進するものである。 
 
第３ 民間企業等からの提案募集 
 １ 応募対象 
  本制度では、提案の主体性、実効性、事業の継続性等の観点から、対象を企業、学

校法人、ＮＰＯ、各種団体又は複数の企業や団体で組成されたコンソーシアム（以下

「複数企業等」という。）（以下これらを「民間企業等」という。）とし、個人からの

提案は受理しないほか、次のいずれかに該当するものの提案は受理しない。 
  （１）法令等に違反する行為を行うもの又はそのおそれのあるもの 
  （２）公序良俗に反する行為を行うもの又はそのおそれのあるもの 
  （３）政治活動を助長するおそれのあるもの 
  （４）宗教活動を助長するおそれのあるもの 
  （５）その他協働の対象とすることが適当でないと認められるもの 
  
 ２ 募集する提案 
  提案する民間企業等自らが事業の実施・協力主体となるものであって、次のいずれ

かに該当する提案とする。 
  （１）協働に向けた協力・支援等に関する事業提案 
   市が推進する総合戦略の政策分野から、民間企業等が自ら選択して、社会や地域

への貢献を念頭に市行政に対する支援や協力等の内容を含んだ事業の企画提案（総

合戦略の政策分野の詳細については別表１） 
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 （２）複数の政策分野にわたって市との協働を推進する提案 
   複数の政策分野について、市と包括的かつ継続的に協働して事業を展開する企画

提案 
 （３）複数企業等で市との協働を推進する提案 
   （１）及び（２）の視点で複数企業等が市と協働して事業を展開する企画提案 
 （４）地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用する提案 
   地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用した、地方創生関係交付金対象

事業への支援提案 
 
 ３ 募集方法 
  （１）提案受付 
   別添『「恵庭市公民連携協働事業提案募集」制度に関する提案シート』（以下｢提

案シート｣という。）により電子メール、ＦＡＸ等で受け付ける。ただし、提案内容

に関係する部局に事前に相談等を行い、当該部局を経由して提案シートを提出して

も差し支えないものとする。 
  （２）提出先 
   恵庭市企画振興部企画課 
   〒０６１－１４９８ 恵庭市京町１番地 
   ＴＥＬ０１２３－３３－３１３１（内線２６１１） 
   ＦＡＸ０１２３－３３－３１３７ 
   Ｅ－ｍａｉｌ kikaku@city.eniwa.hokkaido.jp 
  （３）募集期間 
   提案募集期間及び提案受付期間は、通年とする。 
  
第４ 民間企業等からの提案の事業化 

（１） 担当課の決定 
   民間企業等からの提案内容に即し、提案の窓口となる担当課を定めることとする。    

複数の項目にわたる提案の場合は、企画振興部と関係部等で協議を行い決定する。 
（２） 事業化の可否の審査 

民間企業等からの提案は総務部、企画振興部、関係部等で協議を行い、事業実施

の可否について審査する。また、必要に応じて行政改革推進本部会議や行政改革推

進委員会の承認を受けることとする。 
（３） 審査基準と審査結果の区分 
 独自性、市民の利益、実現性、採算度、資格・責任管理等を考慮し、審査を行う。 
審査結果は「採用（一部採用を含む）、継続協議、不採用」の 3 区分とする。継

続協議の場合は、事業化に向けて民間事業者等と更なる協議を行う。 
 

mailto:kikaku@city.eniwa.hokkaido.jp
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【審査結果の区分】 
① 採用（一部採用）：提案（の一部）を採用し、事業として実施できると判断した

場合 
② 継続協議：「採用」に至らないまでも、実施することで大きな市民の利益になる

と判断した場合。もしくは、事業の実施にあたって課題等の整理が必要な場合 
③ 不採用：公民連携協働事業に適さないと判断した場合、現時点では実現が困難

な場合 
 

（４） 事業者の募集・選定と優先権の設定 
提案が採用され事業化する場合、事業者の募集・選定方法及び優先権の設定につ

いて、総務部、企画振興部、関係部等で協議を行う。また、市及び民間企業等は、

必要に応じて連携・協力に関する協定を締結することができる。 
 
【事業者の募集・選定方法と優先権の区分（例）】 
① 随意契約：提案内容に独創的なアイデアや工夫などが含まれ、その事業者

にしか行えない業務であると認められた場合 
② プロポーザル（加点あり）：提案者以外にも事業実施が可能な事業者等が複

数存在するが、提案内容に特別なノウハウ、経験などの活用が盛り込まれ

ている場合 
③ プロポーザル（加点なし）：提案者以外にも事業実施が可能な事業者等が複

数存在し、提案に特別なノウハウ、知的財産等が盛り込まれていない場合 
 
第５ 公表・広報等 
  市と民間企業等が協働で実施する事業については、事業化した時点でその内容等を

公表するとともに、市のホームページで事業内容のＰＲを行う。また、広報誌等を活

用しながら市民等に対して広く周知を図る。 
 

 
 
 
 
  



 
 

4 
 

別添 「恵庭市公民連携協働事業提案募集」制度に関する提案シート 
 

  年  月  日 
提案企業等 （住所） 

（名称） 
（代表者氏名） 

連絡責任者 （役職）     （氏名） 
責任者所在地  
電話番号  ＦＡＸ番号  
E-mail アドレス  

 
提案の種類 □ ①協働に向けた協力・支援等に関する事業提案 

□ ②複数の政策分野にわたって市との協働を推進する提案 
□ ③複数企業等で市との協働を推進する提案 
□ ④地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用する提案 

希望する提案

の分野・項目 
 

提案内容  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業実施希望

時期 
 

事業の具体化

に向けた市へ

の要望等 
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別表１ 提案を募集する政策分野と施策・事業 
 
 第 3 期恵庭市総合戦略に示す施策・事業について、支援・協力の提案（申し出）を募

集する。 
 

政策分野 具体的な施策・事業 
１．人がつながり人口減

少に負けない魅力ある

まちづくり 

①多世代交流・多文化共生の推進 
・地域拠点施設の整備 
・多世代交流・複合施設整備 
・複合施設整備によるサードプレイス・多世代交流の場の形成 
・地域学校協働活動の推進・支援 
・やさしい日本語による多文化共生 
・在住外国人の生活・困りごと相談、交流サロンの開設 
・男女共同参画の推進 
②広域化による機能維持・増進 
・さっぽろ連携中枢都市圏事業 
・千歳市との連携強化 
・地域救急医療体制連携事業 
・都市間交流による産業連携 
・国際交流 
③駅周辺の賑わいづくり 
・エリアマネジメントの推進（えにあす周辺機能拡大等） 
・駅周辺再整備事業 
・商店街活性化事業 
・土地利用促進による都市機能集約 
・公共交通ネットワーク形成事業（エコバス、エコタク） 
・駐車場対策 
・エニマルシェ賑わい創出事業 
④公共施設マネジメント 
・居心地の良い歩行者空間や公園機能の拡大整備 
・公共施設 wi-fi や冷房設備の整備 
・歩いて暮らせるコンパクトシティとしてＪＲ駅周辺にまちの

機能集約 
・公共施設等再編（インフラ含む） 
・公有地有効活用（住宅地等供給促進） 
⑤PPP ・PFI の推進 
・民間企業や NPO 法人等との連携・協働 
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・PPP・PFI 推進事業 
・企業版ふるさと納税の推進 

２．安全安心に住み続け

たくなるまちづくり 
⑥暮らしの情報発信・充実 
・シティセールス推進事業 
・行政デジタル化の推進 
・多様な SNS ツールの活用（公式ＬＩＮＥ、ＨＰ、えにわっか

等） 
・行政マップＩＣＴ化・多言語化推進事業（多文化共生） 
・窓口サービス向上の推進（書かない窓口） 
・ガーデンシティえにわライフスタイル発信 
⑦住宅政策の推進 
・新たな住環境の整備（住宅団地の開発） 
・東西軸拡充による職住近接団地の整備 
・市街化区域の拡大検討 
・計画的な土地取得の方策検討 
・土地利用の促進による宅地供給促進 
・低利用地・集合住宅跡地の利用促進と住み替えなど、住宅・

土地流動化の誘導や働きかけ（既存住宅有効活用・流動化事

業） 
・リモートワーク型タウンの検討 
・柏陽地区土地利用再編（市営住宅入居者移転促進、民間住宅

借り上げ等） 
・耐震化リフォーム推進事業の充実 
・住み替え促進事業（戸建て住宅等の供給促進、高齢者の住み

替え、リフォーム等の推進） 
・三世代同居・近居の促進 
・民間未利用地宅地開発等の促進 
・公的支援住宅の確保 
・市営住宅の利活用 
・都市計画情報閲覧サービスの提供 
・記念樹贈呈（新築祝い） 
⑧健康・長寿の推進 
・健康・スポーツ都市宣言の推進 
・高齢者の居場所事業の充実 
・高齢者等健康増進事業 
・高齢者の学びの場の提供 
・自転車の利活用や歩いて暮らせるまちづくりの促進による健
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康づくりの推進 
・スポーツ施設や公園緑地、歩行者空間の整備 
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 
・在宅医療と介護の連携の推進 
・介護保険地域密着型サービスの整備・充実 
・介護保険施設サービスの充実 
・地域包括ケアシステムの推進 
⑨防災環境の充実 
・地域版避難所運営マニュアルの策定推進 
・地域強靭化の推進 
・応急手当の普及啓発 
・救急・防災体制の構築 
・緊急貯水槽の設置（消防用水の併用） 

３．恵庭らしさを活かし

た魅力あるまちづくり 
⑩地域資源（観光・文化資源）活用・観光振興 
〈観光振興〉 
・関係人口拡大の推進 
・花の拠点（はなふる）、センターハウスの活用 
・道と川の駅「花ロードえにわ」と農畜産物直売所による農商

工等連携拠点の推進 
・花のまちづくりの人材育成と交流促進（仮称：花と緑の研修・

相談センターの設置） 
・ワーケーションの受入れ促進 
・ルルマップ自然公園ふれらんどの整備・交流促進 
・盤尻地区の観光まちづくりの推進 
・観光プロモーションによる情報発信（SNS、えにわっかなど） 
・行政マップ ICT 化・多言語化の推進（行政情報・観光など） 
・PR イベントの開催・充実 
・イベント等の戦略的な広報宣伝 
・市内周遊観光の推進 
・ガーデンツーリズムの推進 
・花のまちづくりプラン推進（恵庭市公共施設花づくり指針等

の推進、新ガーデンデザインプロジェクトの推進によるまち

のイメージ向上） 
・地域や近隣市町村と連携したイベント（サイクルフェスタ等） 
・観光消費額の推移検証 
〈地域資源の再認識・再評価〉 
・花やカリンバ遺跡、恵庭渓谷など既存資源から新たな観光の
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創出 
・文化・芸術活動の推進 
・文化資源（読書、カリンバ遺跡など）の活用 
・「読書のまち」の推進（図書館改修など） 
・花のビレッジ構想の推進（花の拠点の多機能化、かわまち事

業等） 
・サイクリングロード、キャンプ場などの整備 
・歩行者・自転車ネットワークの形成 
・スポーツによるまちづくりの可能性調査 
・市民活動の推進支援 
・アクティブシニアの活動支援 
⑪地域産業活性化 
・企業誘致の促進（土地利用の促進・拡大、効果的な優遇制度

の運用等） 
・工業用地の調査検討・確保 
・工業団地の開発 
・スマート農業の推進 
・農業技能実習生及び特定技能外国人受入サポート事業 
・サテライトオフィスやコワーキングスペースの活用 
・ワーケーションの受入れ促進 
・ふるさと納税の推進（返礼品の充実） 
・企業版ふるさと納税の推進 
・自社工場製品モニター販売促進 
・認定農業者、後継者、新規就農者の育成 
・農商工連携の推進 
・産業 PR イベントの開催 
・産官学金の連携による地元企業の活性化 
・外国人材が働きやすいまちづくり 
・デジタル関連産業の誘致検討 
・産業連関表活用事業 
⑫ゼロカーボンの推進、地域エネルギー有効活用 
・デジタル技術によるゼロカーボンの取組み見える化 
・GX（グリーン・トランスフォーメーション）によるクリーン

エネルギーへの転換 
・ゼロカーボン庁舎など公共施設の整備 
・地域エネルギー有効活用事業 
・環境配慮型施設整備の推進による CO2 削減 
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・環境配慮型住宅の推進 
・有料指定ごみ袋のバイオマス素材等含有による CO2 削減 
⑬就労促進 
・外国人材の受入推進 
・就職応援セミナー（学生・生徒、保護者を通した地元就活） 
・合同企業就職説明会 
・通年雇用促進支援（セミナー・技能実習の受講） 
・障がい者や高齢者等幅広い就労支援事業 
・保育等多様なニーズに対応する各種施策事業の連携 
・企業紹介ガイドブック（えにジョブ） 
・地域職業相談所（ジョブガイドＥＮＩＷＡ） 
・雇用情報提供 
・新規就農支援、後継者育成支援 
・さっぽろ圏奨学金返還支援事業 
・農福連携 
⑭中小企業支援事業・起業家支援 
・中小企業活動支援 
・市内外起業家支援事業（新たな開業支援等） 
・エニマルシェ賑わい創出事業 
・商店街活性化事業 
⑮移住定住促進 
・誰もが住み続けられる共生のまちづくり 
・住み替え促進事業（住み替えセミナーによる戸建て住宅等の

供給促進、高齢者の住み替え、リフォーム等の推進） 
・移住促進事業（雇用情報・賃貸住宅情報等一括提供事業） 
・移住生活費シミュレーションの提供 
・土地利用促進による宅地供給促進 
・二地域居住の推進 
・シティセールスの推進 
⑯高等教育機関等と連携した若者定着と知の拠点づくり 
・地域創造研究センターとの連携 
・高等学校・大学等における人材育成 
・高等教育機関連携事業 
・産官学連携 
・地元学生・生徒の定着促進事業 
・高等学校等入学準備金、大学奨学金 
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４．希望を持って子育て

したくなるまちづくり 
⑰個々人の希望をかなえる少子化対策推進事業 
・育児休暇取得促進事業 
・子育て応援企業表彰制度 
・子育て応援隊の推進 
⑱妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 
・えにわっこ応援センターの創設（総合窓口の設置） 
・子育て情報「えにわっこナビ」発信 
・保育士確保対策 
・出産・子育て応援給付金 
・子ども貧困対策 
・多子世帯負担軽減支援事業 
・私立幼稚園特別支援教育推進事業 
・子どもの預かり場所の確保・充実 
・学校長期休業時預かり 
・学童クラブ（児童預かり） 
・子どもひろば（放課後の交流広場） 
・子どもの生活・学習支援事業 
・生活・子育て情報発信事業 
〈産前〉 
・妊婦健康診査費助成 
・入院助産制度 
・母子健康手帳交付・妊婦相談 
・妊婦教室・両親教室 
・不妊治療費助成事業 
・マタニティストラップ配布 
・歯周疾患健診 
〈産後〉 
・産後子育てサポート事業 
・こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問） 
・記念樹贈呈（出産祝い） 
・養育医療（入院が必要な未熟児助成） 
・産後ケア 
〈乳幼児〉 
・乳幼児すくすく相談 
・食育講座 
・新生児聴覚検査、乳幼児健診、歯科健診・フッ素塗布 
・木育ファーストトイ（3 か月健診時に森の輪と積み木の贈呈） 



 
 

11 
 

・乳幼児がいる世帯へ紙おむつ用ごみ袋の支給 
・絵本プレゼント（ブックスタート）、絵本読み聞かせ 
・子どもの集う場所の整備（子育て支援センター） 
〈結婚〉 
・記念樹贈呈（結婚祝い） 
〈世代をまたがり実施〉 
・えにわっこ応援タクシー 
・えにわっこサポートカード 
・ファミリーサポートセンター 
・子育て支援短期入所 
・多様な子どもの遊び場の創設（はなふる、各種公園・遊具、

屋内運動施設「りりあ」等整備） 
・まちじゅう図書館 
・子ども医療費助成 
・病児病後児の預かり 
・遺児手当 
・ひとり親家庭等医療費助成 
・療育手帳・身体障害者手帳 
・重度心身障害者医療費助成 
・子ども発達支援センターによる発達支援事業 
・障がい児等通所支援事業・福祉サービス 
・夜間・休日急病診療体制の充実 
・手話言語の普及促進 
・ヤングケアラー支援 
・骨髄バンクドナー支援 
⑲教育環境の充実、学力向上 
・ICT 教育環境整備（GIGA スクール） 
・冷房設備の整備 
・子どもの生活・学習支援事業 
・ふるさと教育のさらなる充実 
・英語教育の推進（英検 IBA の実施） 
・通学路の安全対策 
・コミュニティ・スクールの運営への支援 
・地域学校協働活動の推進・支援 
・読書活動の推進 
・学校図書館司書の全校配置 
・小中一貫・連携教育の推進 
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・学力・体力向上施策の推進 
・外国語指導助手（ALT）配置 
・虫歯予防のフッ化物洗口 
・部活動指導員の確保・充実 
・部活動地域移行の推進 
・学校用品や給食費等の就学援助 
・いじめ防止対策の推進 
・不登校支援の充実 
・医療的ケア児支援の充実 
・安全教育の充実 
・教育相談の充実 
・特別支援教育の充実 
・子どもの体験事業の実施及び支援 
・給食費公会計化の検討 
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制度のフローと実施スケジュール 

 

 

必要に応じ 

ヒアリング実施 

民間提案事業者 

発案・提案者 

市 

 企画課 所管課 

（１）関係書類公表 

（２）質疑・応答 

発案・提案書提出前の事前調整 

（３）提出書類受付 

 【担当課の決定】 

内容の確認 

提出の意思がある場合は、 
必ず市に事前連絡をお願いします。 

発案・提案書作成・提出 

（４）発案・提案書審査 

（専門的助言）（所管課意見） 

検討結果の取りまとめ 

【事業化の可否を審査】 

（５）事業者の募集・選定  業務委託 

提出の意思がある場合は、 

必ず市に事前連絡をお願いします。 

（６）事業の公表・広報  

優先権の設定 

可否にかかわらず

結果を通知 

※必要に応じて行政改革

推進委員会の承認を得る 


